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２ 一般会計 

（１）歳 入（別表４，８参照） 

平成２０年度一般会計の歳入決算額１８０億８，８４３万５千円は、前年度より５億５４１万

円（２．７％）減尐しており、予算現額１９２億６，６５１万７千円に対する収入率は９３．９％

である。 

また、調定額１８６億４，６２８万５千円に対する収入率は９７．０％である。 

収入未済額は５億３，７５３万４千円で、前年度に比べて２，７８０万円（５．５％）の減で

ある。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりで

ある。 

            自主財源及び依存財源別決算状況 

区     分 平成 20 年

度 

構成比 平成 19 年

度 

構成比 構成比増減 

自 

 

主 

 

財 

 

源 

 
千円 ％ 千円 ％ ポイント 

市               税 6,808,278 37.6 6,709,085 36.1 1.5 

分 担 金 及 び 負 担 金 388,255 2.1 411,134 2.2 △ 0.1 

使 用 料 及 び 手 数 料 493,815 2.7 414,303 2.2 0.5 

財 産 収 入 34,471 0.3 46,347 0.3 0.0 

寄 附 金 13,015 0.1 11,716 0.1 0.0 

繰 入 金 432,457 2.4 904,102 4.9 △ 2.5 

繰 越 金 100,548 0.6 100,661 0.5 0.1 

諸 収 入 1,961,840 10.8 2,201,314 11.8 △ 1.0 

小    計 10,232,679 56.6 10,798,662 58.1 △ 1.5 

依 

 

存 

 

財 

 

源 

地 方 譲 与 税 218,046 1.2 227,122 1.2 0.0 

利 子 割 交 付 金 31,135 0.2 32,452 0.2 0.0 

配 当 割 交 付 金 16,477 0.1 39,039 0.2 △ 0.1 

株式等譲渡所得割交付金 5,635 0.0 26,150 0.1 △ 0.1 

地 方 消 費 税 交 付 金 444,056 2.5 469,202 2.5 0.0 

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 105,368 0.6 106,805 0.6 0.0 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 139,460 0.8 130,403 0.7 0.1 

国 有 提 供 施 設 等 所 在 

市 町 村 助 成 交 付 金 

32,460 0.2 33,451 0.2 0.0 

地 方 特 例 交 付 金 73,577 0.4 42,556 0.2 0.2 

地 方 交 付 税 4,089,830 22.6 3,947,469 21.2 1.4 

交通安全対策特別交付金 7,229 0.0 8,217 0.0 0.0 

国 庫 支 出 金 1,027,102 5.7 977,859 5.3 0.4 

県 支 出 金 818,601 4.5 883,735 4.8 △ 0.3 

諸 収 入 131,980 0.7 157,623 0.9 △ 0.2 

市 債 714,800 3.9 713,100 3.8 0.1 

小      計 7,855,756 43.4 7,795,183 41.9 1.5 

合        計 18,088,435 100.0 18,593,845 100.0 - 
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自主財源は１０２億３，２６７万９千円（５６．６％）で、前年度に比較すると５億６，５９８

万３千円（５．２％）減尐している。 

依存財源は７８億５，５７５万６千円（４３．４％）で、前年度に比較すると６，０５７万３千

円（０．８％）増加している。また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較して１．

５ポイント減尐している。 

 歳入科目は２２款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

 

（０５）市税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

6,754,900,000 7,301,160,578 6,808,277,889 20,315,684 472,567,005 100.8 93.2 

 

  

収入済額６８億８２７万８千円は歳入決算額の３７．６％で、前年度の３６．１％に比較して１．

５ポイント増加している。 

 また、前年度の市税収入済額６７億９０８万５千円と比較すると、当年度は９，９１９万３千円

（１．５％）増加している。これは主に、固定資産税で１億１，２８１万７千円（３．５％）増加

したことによるものである。 

 

市  税  収  入  状  況 

  

科   目 
平成２0 年度 平成 19 年度 

比較増減 
前年度 

収入済額 収入済額 対比率 

  円 円 円 ％ 

市民税 2,912,009,971 2,896,170,982 15,838,989 100.5 

固定資産税 3,333,462,354 3,220,645,586 112,816,768 103.5 

軽自動車税 110,444,687 108,355,707 2,088,980 101.9 

市たばこ税 257,386,932 297,225,268 △ 39,838,336 86.6 

特別土地保有税 200,000 1,249,900 △ 1,049,900 16.0 

都市計画税 194,773,945 185,437,468 9,336,477 105.0 

合  計 6,808,277,889 6,709,084,911 99,192,978 101.5 
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また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

 

市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収入率 

金額 件数 

  円 円 円 件 円 ％ 

20 7,301,160,578 6,808,277,889 20,315,684 488 472,567,005 93.2 

  円 円 円 件 円 ％ 

19 7,175,382,112 6,709,084,911 16,385,105 301 449,912,096 93.5 

不納欠損額は２，０３１万６千円で、前年度に比較して３９３万１千円（２４．０％）増加して

いる。 

欠損処分を実施した件数は４８８件（前年度３０１件）である。欠損処分理由は、地方税法第１

５条の７第４項の規定により納付義務が消滅したもの（執行の停止が３年間継続したことにより消

滅）が１９３件（９０人）、１，３２４万３千円（６５．２％）、同法第１５条の７第５項の規定に

よるもの(即時消滅)が７４件（５３人）、２０７万２千円（１０．２％）、同法第１８条第１項の規

定によるもの（５年間行使しないことによる消滅時効）が２２１件（４３人）、４９９万７千円（２

４．６％）である。 

なお、これらの対象者は、滞納処分をすることができる財産がない者、所在及び財産が共に不明、

倒産及び競売、生活が窮迫しているもの、破産宣告を受けたもので、すべて合法的に処理されてい

ると認められるが、今後も不納欠損処分にあたっては、慎重な対処に努められたい。 

 収入未済額は４億７，２５６万７千円で、前年度に比較すると２，２６５万５千円の増加となっ

ており、収入未済額の調定額に対する比率は６．５％で、前年度より０．２ポイント増加している。

その内訳は、固定資産税２億９，４８５万６千円（６２．４％）、市民税１億４，６２３万３千円

（３０．９％）、都市計画税１，７３７万８千円（３．７％）、軽自動車税１，０４９万３千円（２．

２％）、特別土地保有税３６０万７千円（０．８％）である。今後とも徴収率の向上と収入未済額

の解消に努められたい。 

 

（１０）地方譲与税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

222,000,000 218,046,000 218,046,000 0 △ 3,954,000 98.2 100.0 

 収入済額２億１，８０４万６千円は歳入決算額の１．２％で、前年度に比較すると９０７万６千

円（４．０％）の減尐である。これは、地方道路税を財源として譲与される地方道路譲与税におい

て５２９万１千円（９．１％）、自動車重量税収入額の４分の１に相当する額を市町村の道路財源
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として譲与される自動車重量譲与税において３７８万５千円（２．２％）減尐したものである。 

 

（１５）利子割交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

31,000,000 31,135,000 31,135,000 0 135,000 100.4 100.0 

 

 収入済額３，１１３万５千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると１３１万７千円（４．

１％）の減尐である。これは、預託額が減尐したためである。 

 この収入は、県に納付された利子割額に１００分の９５を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、各市町にかかる個人の県民税の額に対する割合の当該年度前３年度内の各年度にかかるものの

平均値で按分して、県から交付されたものである。 

 

（１６）配当割交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

16,000,000 16,477,000 16,477,000 0 477,000 103.0 100.0 

 

 収入済額１，６４７万７千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると２，２５６万２千

円（５７．８％）の減尐である。 

この収入は、一定の上場株式等の配当等に課税される配当割について、その５分の３相当額が、

市町村に対して、当該市町村の個人県民税額で按分して交付されたものである。 

 

（１７）株式等譲渡所得割交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

6,000,000 5,635,000 5,635,000 0 △ 365,000 93.9 100.0 

 

収入済額は５６３万５千円で、前年度に比較すると２，０５１万５千円（７８．５％）の減尐で

ある。 

この収入は、源泉徴収を選択した特定口座における株式等譲渡所得等に課税される株式等譲渡所

得割について、その３分の２相当額が、市町村に対して、当該市町村の個人県民税額で按分して交
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付されたものである。 

 

（１８）地方消費税交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

441,000,000 444,056,000 444,056,000 0 3,056,000 100.7 100.0 

 

 収入済額４億４，４０５万６千円は歳入決算額の２．５％で、前年度に比較すると２，５１４万

６千円（５．４％）の減尐である。 

 この収入は、消費税（５％）のうちの１％の２分の１に相当する額を県内の市町で按分して交付

されたものである。 

 

（２０）ゴルフ場利用税交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

101,000,000 105,367,626 105,367,626 0 4,367,626 104.3 100.0 

  

収入済額１億５３６万８千円は歳入決算額の０．６％で、前年度に比較すると１４３万７千円（１．

３％）の減尐である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が県から交付されたものである。 

 

（２５）自動車取得税交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

140,000,000 139,460,000 139,460,000 0 △ 540,000 99.6 100.0 

 

 収入済額１億３，９４６万円は歳入決算額の０．８％で、前年度に比較すると９０５万７千円（６．

９％）の増加である。 

 この収入は、地方税法の規定に基づき、道路の経費として自動車取得税額に１００分の９５を乗

じて得た額の１０分の７に相当する額を、市道路の延長及び面積に按分して県から交付されたもの

である。 
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（３０）国有提供施設等所在市町村助成交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

32,460,000 32,460,000 32,460,000 0 0 100.0 100.0 

 収入済額３２，４６０万円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると９９万１千円（３．

０％）減尐している。 

 この収入は、国有提供施設等所在市町村助成金に関する法律に基づき、国が市町村に財政調整と

その補償の目的をもって、同法第２条により交付されるもので、当該土地、建物及び工作物の価格

の合算額のうち、１０分の７については当該施設の所在市町村へ交付し、市町村助成交付金の総額

の１０分の３に相当する額については、当該市町村の財政状況等を考慮して、国が配分決定するこ

とになっている。 

 

（３３）地方特例交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

73,577,000 73,577,000 73,577,000 0 0 100.0 100.0 

 

 収入済額７，３５７万７千円は歳入決算額の０．４％で、前年度に比較すると３，１０２万１千

円（７２．９％）の増加である。 

 この収入は、児童手当の拡充に伴う財源措置及び住宅借入金等税額控除による個人市民税の減収

額を補てんする措置として交付されたものである。 

 

（３５）地方交付税 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

4,071,238,000 4,089,830,000 4,089,830,000 0 18,592,000 100.5 100.0 

 

 収入済額４０億８，９８３万円は歳入決算額の２２．６％で、前年度に比較すると１億４，２３

６万１千円（３．６％）の増加である。 

 この収入は、国税三税（所得税、法人税、酒税）、消費税及びたばこ税の収入見込額の一定割合

の額で、地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により
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国から交付されたものである。 

 当年度は、普通地方交付税３５億６，４２３万８千円及び特別地方交付税５億２，５５９万２千

円が交付された。 

 普通地方交付税は、前年度に比べ１億１，２９０万６千円（３．３％）の増加となっている。 

 特別地方交付税は、前年度に比べ２，９４５万５千円（５．９％）の増加である。 

 

（４０）交通安全対策特別交付金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

7,000,000 7,229,000 7,229,000 0 229,000 103.3 100.0 

 

 収入済額７２２万９千円は、前年度に比較すると９８万８千円（１２．０％）の減尐である。 

 この収入は、道路交通法に定める交通反則通告制度による反則金にかかる収入済額に相当する額

を、特定の交通安全施設の設置に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

 

（４５）分担金及び負担金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

390,592,000 394,579,652 388,254,755 6,324,897 △ 2,337,245 99.4 98.4 

  

収入済額３億８，８２５万５千円は歳入決算額の２．１％で、前年度に比較すると２，２８７万

９千円（５．６％）の減尐である。これは、主に農業費分担金、児童福祉費負担金、社会福祉費負

担金などが減尐となったためである。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金２億９，７３９万９千円、農業費分担金３，３６

２万９千円、農業費負担金４，１００万７千円である。 

 収入未済額は６３２万４千円で、前年度に比較すると１１９万７千円（２３．３％）の増加とな

っている。その内訳は、児童福祉費負担金で４８７万７千円（７７．１％）、農業費負担金で１４

４万８千円（２２．９％）である。 

 未収金のうち、児童福祉費負担金は公立･私立保育所保護者負担金、農業費負担金は国営加古川

西部土地改良事業負担金であり、いずれも早期解消に努められたい。 
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（５０）使用料及び手数料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 円 ％ ％ 

507,244,000 529,667,402 493,815,372 0 35,852,030 △ 13,428,628 97.4 93.2 

 

 収入済額４億９，３８１万５千円は歳入決算額の２．７％で、前年度に比較すると７，９５１万

２千円（１９．２％）の増加である。 

 使用料は２億５２２万２千円で、前年度に比較し１，８９４万５千円（１０．２％）の増加で、

手数料は２億８，８５９万３千円で、前年度に比較し６，０５６万７千円（２６．６％）の増加と

なっている。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料８，２１４万９千円、清掃使用料３，２５３万

６千円、道路橋梁使用料３，１４２万３千円、幼稚園使用料２，６２１万５千円、保健衛生使用料

１，２８８万９千円、総務管理使用料７３３万円で、手数料の収入済額のうち主なものは、清掃手

数料２億５，８２２万８千円、戸籍住民基本台帳手数料２，２７４万４千円、徴税手数料３７２万

８千円、保健衛生手数料２７８万円である。 

 収入未済額は３，５８５万２千円で、前年度に比較すると４２３万６千円（１３．４％）の増加

となっている。その主な内訳は、住宅使用料３，１０３万８千円（８６．６％）、清掃手数料４７

３万８千円（１３．２％）である。 

 前年度に比べて収入未済額は、住宅使用料、清掃手数料いずれも増加している。 

今後も納入指導を行うとともに、特に長期間にわたる未納者には厳正な態度で臨み、未収金の回

収に努められたい。 

 

（５５）国庫支出金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

1,922,476,000 1,027,101,885 1,027,101,885 0 △ 895,374,115 53.4 100.0 

 

 収入済額１０億２，７１０万２千円は歳入決算額の５．７％で、前年度に比較すると４，９２４

万２千円（５．０％）の増加である。 

 これは主に、総務費補助金、小学校費補助金、中学校費補助金、農業費補助金、児童福祉費負担

金、生活保護費負担金等が増となったためである。 

 収入済額の主なものは、児童福祉費負担金３億４３万３千円、生活保護費負担金２億１５３万４
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千円、社会福祉費負担金１億８，３３３万４千円、道路橋梁費補助金１億１，４１７万９千円、総

務費補助金１億１０１万５千円である。 

 

（６０）県支出金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

878,005,000 818,601,326 818,601,326 0 △ 59,403,674 93.2 100.0 

 

 収入済額８億１，８６０万１千円は歳入決算額の４．５％で、前年度に比較すると６，５１３万

４千円（７．４％）の減尐である。 

 これは主に、選挙費委託金、老人福祉費補助金、農業費補助金、教育総務費補助金、保健衛生費

負担金等で減尐したものである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金２億６，０４４万４千円、児童福祉費負担金１億５，

２５０万４千円、社会福祉費補助金１億４，２６６万５千円、徴税費委託金１億１，５５０万８千

円、農業費補助金６，４９３万４千円である。 

 

（６５）財産収入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

121,700,000 34,470,629 34,470,629 0 △ 87,229,371 28.3 100.0 

 

 収入済額３，４４７万１千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると１，１８７万７千

円（２５．６％）の減尐である。 

 これは主に、土地売払収入が減尐したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地売払収入２，６９４万１千円、利子及び配当金３５２万４千円、

土地建物貸付収入２８９万９千円である。 

 

（７０）寄附金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

13,200,000 13,014,953 13,014,953 0 △ 185,047 98.6 100.0 
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 収入済額１，３０１万５千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると１２９万９千円（１

１．１％）の増加である。 

これは主に、一般寄附金、小学校費寄付金、保健体育費寄付金等が減尐したものの、ふるさと応

援基金寄付金が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、一般寄附金５５４万１千円、ふるさと応援基本寄付金５７９万５千

円である。 

 

（７５）繰入金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

564,991,000 432,457,426 432,457,426 0 △ 132,533,574 76.5 100.0 

 

 収入済額４億３，２４５万７千円は歳入決算額の２．４％で、前年度に比較すると４億７，１６

４万４千円（５２．２％）の減尐である。 

 これは主に、財政調整基金繰入金、減債基金繰入金の減尐によるものである。 

 収入済額のうち主なものは、財政調整基金繰入金３億８，０００万円、国営加古川西部土地改良

事業費償還金繰入金３，９７０万１千円である。 

 

（８０）繰越金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

100,548,000 100,548,403 100,548,403 0 403 100.0 100.0 

 

 収入済額１億５４万８千円は歳入決算額の０．６％で、前年度に比較すると１１万２千円（０．

１％）の減尐である。 

 これは、平成１９年度一般会計決算の歳入歳出差引額を平成２０年度会計予算に繰り越したもの

である。 

 

（８５）諸収入 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
収入率 

対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

2,065,986,000 2,116,610,141 2,093,819,631 0 22,790,510 101.3 98.9 
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収入済額２０億９，３８２万円は歳入決算額の１１．５％で、前年度に比較すると２億６，５１

１万７千円（１１．２％）の減尐である。 

 これは主に、返還金、貸付金元利収入、決算剰余金が減尐したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地開発公社貸付金元利収入１１億１，１００万円、貸付金元利収

入７億２３８万９千円、雑入２億５，７５６万２千円である。 

 収入未済額のうち２，２７９万１千円は、住宅改修資金等貸付金元利収入である。今後も、未収

金の回収、解消に努められたい。 

  

（９０）市債 

  

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 収入率 

収入済額の差 対予算 対調定 

円 円 円 円 円 ％ ％ 

805,600,000 714,800,000 714,800,000 0 △ 90,800,000 88.7 100.0 

 

 

収入済額７億１，４８０万円は歳入決算額の３．９％で、前年度に比較すると１７０万円（０．

２％）の増加である。 

 これは主に、都市計画債、消防債、清掃債、臨時財政対策債が減尐したものの、住宅債、借換債、

減収補てん債で増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、臨時財政対策債３億９，９６０万円、住宅債 1 億８０万円、道路橋

梁債７，６００万円、農業債４，９１０万円、借換債４，３４０万円、減収補てん債２，５００万

円である。 


